
令和 4年 6月 1 3 日

令和 4 年

第 2 回大分市議会定例会議案

大 分 市



議案番号 題 名

議第 46 号 令和4年度大分市一般会計補正予算（第 2号）

議第 47 号 大分市議会議員及び大分市長の選挙における選挙運動の公費

負担に関する条例の一部改正について

議第 48 号 大分市職員の服務の宣誓に関する条例及び大分市立学校職員

の服務の宣誓に関する条例の一部改正について

議第 49 号 大分市税条例等の一部改正について

議第 50 号 大分市立認定こども園条例の一部改正について

議第 51 号 大分市子ども医療費の助成に関する条例の一部改正について

議第 52 号 大分市営住宅条例の一部改正について

議第 53 号 大分市水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例の

一部改正について

議第 54 号 大分市関崎海星館条例の一部改正について

議第 55 号 業務委託契約の締結について（おおいた消防指令センターシ

ステム整備業務（共同整備））

議第 56 号 業務委託契約の締結について（おおいた消防指令センターシ

ステム整備業務（大分市消防局））

議第 57 号 工事委託契約の締結について（大南地区スポーツ施設用地造

成工事）

議第 58 号 市道路線の認定及び廃止について

議第 59 号 損害賠償の額の決定並びに示談について

議第 60 号 損害賠償の額の決定並びに示談について

議第 61 号 損害賠償の額の決定並びに示談について



議案番号 題 名

報第 2 号 専決処分した事件の承認について

（令和 3年度大分市一般会計補正予算（第8号））

報第 3 号 専決処分した事件の承認について

（令和3年度大分市国民健康保険特別会計補正予算（第3号））

報第 4 号 専決処分した事件の承認について

（令和 3年度大分市土地取得特別会計補正予算（第 1号））

報第 5 号 専決処分した事件の承認について

（令和 3年度大分市農業集落排水事業特別会計補正予算（第

1号））

報第 6 号 専決処分した事件の承認について

（令和 3年度大分市介護保険特別会計補正予算（第 3号））

報第 7 号 専決処分した事件の承認について

（令和 3年度大分市後期高齢者医療特別会計補正予算（第 2

号））

報第 8 号 専決処分した事件の承認について

（令和4年度大分市一般会計補正予算（第 1号））

報第 9 号 専決処分した事件の承認について

（大分市税条例の一部改正について）

報第 10 号 専決処分した事件の承認について

（大分市国民健康保険税条例の一部改正について）

第 5 号報告 繰越明許費の繰越使用について

第 6 号報告 水道事業会計予算の繰越使用について

第 7 号報告 公共下水道事業会計予算の繰越使用について



議第 47 号

大分市議会議員及び大分市長の選挙における選挙運動の公費負担

に関する条例の一部改正について

大分市議会議員及び大分市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条

例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和4年 6月 13日提出

大分市長佐藤樹一郎

大分市議会議員及び大分市長の選挙における選挙運動の公費負担

に関する条例の一部を改正する条例

大分市議会議員及び大分市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条

例（平成 8年大分市条例第 38号）の一部を次のように改正する。

第4条第 2号ア中「 15,800円」を「 16,100円」に改め、同号イ中

「7,5 6 0円」を「 7,700円」に改める。

第 8条中「 27円50銭」を「 28円35銭」に、 「573,030円」を

「586,905円」に改める。

第 11条中「 7円51銭」を「 7円73銭」に改める。

附則

（施行期日）

1 この条例は、公布の日から施行する。

（経過措置）

2 改正後の大分市議会議員及び大分市長の選挙における選挙運動の公費負担

に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後その期日を告示される選挙

から適用する。

ー議47~1-



提案理由

公職選挙法施行令の一部改正に伴い、所要の改正をいたしたく本案を提出す

る。

ー議47~2-



議第 48 号

大分市職員の服務の宣誓に関する条例及び大分市立学校職員の服

務の宣誓に関する条例の一部改正について

大分市職員の服務の宣誓に関する条例及び大分市立学校職員の服務の宣誓に

関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和4年 6月 13日提出

大分市長佐藤樹一郎

大分市職員の服務の宣誓に関する条例及び大分市立学校職員の服

務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例

（大分市職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正）

第 1条 大分市職員の服務の宣誓に関する条例（昭和 38年大分市条例第 13 

号）の一部を次のように改正する。

第2条第 1項中「、任命権者又は任命権者の定める上級の公務員の面前に

おいて」を削り、 「に署名して」を「を任命権者に提出して」に改める。

（大分市立学校職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正）

第 2条 大分市立学校職員の服務の宣誓に関する条例（昭和 38年大分市条例

第 58号）の一部を次のように改正する。

第 2条中「、教育委員会又は教育委員会の定める上級公務員の前で」を削

り、 「に署名して」を「を教育委員会に提出して」に改める。

附則

この条例は、公布の日から施行する。

ー議48~1-



提案理由

大分市職員及び大分市立学校職員の服務の宣誓の実施方法を変更いたした＜

本案を提出する。

ー議48~2  -



議第 49 号

大分市税条例等の一部改正について

大分市税条例等の一部を改正する条例を次のように定める。

令和4年 6月 13日提出

大分市税条例等の一部を改正する条例

（大分市税条例の一部改正）

大分市長佐藤樹一郎

第 1条 大分市税条例（昭和 38年大分市条例第 10 7号）の一部を次のよう

に改正する。

第 20条第4項を次のように改める。

4 前項の規定は、前年分の所得税に係る第31条第 1項に規定する確定申

告書に特定配当等に係る所得の明細に関する事項その他施行規則に定める

事項の記載があるときは、当該特定配当等に係る所得の金額については、

適用しない。

第 20条第 6項を次のように改める。

6 前項の規定は、前年分の所得税に係る第 31条第 1項に規定する確定申

告書に特定株式等譲渡所得金額に係る所得の明細に関する事項その他施行

規則に定める事項の記載があるときは、当該特定株式等譲渡所得金額に係

る所得の金額については、適用しない。

第 27条の 3第 1項中「特定配当等申告書」及び「特定株式等譲渡所得金

額申告書」を「確定申告書」に改め、同条第 2項中「申告書に係る年度分」

を「確定申告書に係る年の末日の属する年度の翌年度分」に改める。

第30条第 1項ただし書中「所得税法第2条第 1項第33号の4に規定す

る源泉控除対象配偶者」を「所得割の納税義務者（前年の合計所得金額が

ー議49~1-



9,000,000円以下であるものに限る。）の法第 31 4条の 2第 1項第

1 0号の 2に規定する自己と生計を一にする配偶者（前年の合計所得金額が

950,000円以下であるものに限る。）で控除対象配偶者に該当しない

もの」に改め、同条第 2項中「第 2条第4項ただし書」を「第 2条第 3項た

だし書」に改める。

第31条第2項中「附記された」を「付記された」に改め、同条第3項中

「附記し」を「付記し」に改める。

第31条の 2の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改

め、同条第 1項中第 3号を第4号とし、第 2号を第 3号とし、第 1号の次に

次の 1号を加える。

(2) 所得割の納税義務者（合計所得金額が 10,000,000円以下であ

るものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（法第 31 3条第 3項

に規定する青色事業専従者に該当するもので同項に規定する給与の支払

を受けるもの及び同条第4項に規定する事業専従者に該当するものを除

き、合計所得金額が 1,330,000円以下であるものに限る。次条第

1項において同じ。）の氏名

第31条の 3の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改

め、同条第 1項各号列記以外の部分中「であって、」の次に「特定配偶者

（所得割の納税義務者（合計所得金額が 9,000,000円以下であるもの

に限る。）の自己と生計を一にする配偶者（退職手当等（第44条の 2に規

定する退職手当等に限る。以下この項において同じ。）に係る所得を有する

者であって、合計所得金額が 950,000円以下であるものに限る。）を

いう。第 2号において同じ。）又は」を、 「控除対象扶養親族」の次に「で

あって退職手当等に係る所得を有しない者」を加え、同項中第3号を第4号

とし、第2号を第3号とし、第 1号の次に次の 1号を加える。

(2) 特定配偶者の氏名

ー議49~2  -



附則第 11条の 3の2第 1項中「令和 15年度」を「令和 20年度」に、

「令和 3年」を「令和 7年」に改める。

附則第 14条の 2第2項中「4分の 3」を「 5分の4」に改める。

附則第20条第 1項各号列記以外の部分中「令和4年3月31日」を「令

和6年 3月31日」に、 「2年」を「 3年」に、 「第 10条第 7項第6号」

を「第 10条第8項第6号」に、 「第42条の4第8項第7号」を「第42 

条の 4第 19項第 7号」に、 「同法第68条の 9第8項第6号」を「法人税

法第 66条第 6項」に、 「中小連結法人」を「中小通算法人」に改める。

附則第 20条の 2の2第 1項各号列記以外の部分中「第 12条第 3項の表

の第 1号」を「第 12条第4項の表の第 1号」に、 「第45条第 2項の表の

第 1号」を「第45条第 3項の表の第 1号」に、 「第 28条の 9第 10項」

を「第 28条の 9第 10項第 1号」に改める。

附則第 22条の 2第2項を次のように改める。

2 前項の規定のうち、租税特別措置法第8条の 4第 2項に規定する特定上

場株式等の配当等（以下この項において「特定上場株式等の配当等」とい

う。）に係る配当所得に係る部分は、市民税の所得割の納税義務者が前年

分の所得税について特定上場株式等の配当等に係る配当所得につき同条第

1項の規定の適用を受けた場合に限り適用する。

附則第 23条の 2第3項中「、第 37条の 8又は第 37条の 9」を「又は

第37条の 8」に改める。

附則第 27条の 2第4項を次のように改める。

4 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所得が生じた年分の所得税に

係る第 31条第 1項に規定する確定申告書に前項後段の規定の適用を受け

ようとする旨の記載があるときに限り、適用する。

附則第 27条の 2の2第4項を次のように改める。

4 前項後段の規定は、条約適用配当等に係る所得が生じた年分の所得税に

ー議49~3  -



係る第31条第 1項に規定する確定申告書に前項後段の規定の適用を受け

ようとする旨の記載があるときに限り、適用する。

附則第27条の 2の2第6項中「年の翌年の4月 1日の属する年度分の」

を「年分の所得税に係る」に、 「条約適用配当等申告書にこの項」を「確定

申告書にこの項」に改め、 「（条約適用配当等申告書にこれらの記載がない

ことについてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。）」を削

る。

附則第 35条第 1項中「。次条において「新型コロナウイルス感染症特例

法」という。」を削る。

附則第 36条を削る。

（大分市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第2条 大分市税条例等の一部を改正する条例（令和3年大分市条例第41号）

の一部を次のように改正する。

第 1条のうち大分市税条例第31条の 3第 1項の改正規定中「控除対象扶

養親族を除く」を「年齢 16歳未満の者」を「扶養親族（」の次に「年齢

1 6歳未満の者又は」を加え、 「有しない者を除く」を「有する者」に改め

る。

附則第2条中「前条第2号に掲げる」を「第 1条の」に、 「の規定中個人

の市民税に関する部分」を「第 17条第2項及び第31条の 3第 1項並びに

附則第 5条の 3第 1項の規定」に改める。

附則

（施行期日）

第 1条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。

(1) 第 1条中大分市税条例第 31条の 2の見出し及び同条第 1項並びに第

3 1条の 3の見出し及び同条第 1項の改正規定並びに同条例附則第 11条

ー議49~4  -



の3の2第 1項、第23条の 2第3項及び第35条第 1項の改正規定並び

に同条例附則第 36条を削る改正規定並びに第 2条（次号に掲げる改正規

定を除く。）の規定並びに次条第 1項及び第 2項の規定 令和 5年 1月 1

日

(2) 第 1条中大分市税条例第 20条第4項及び第6項、第 27条の 3第 1項

及び第2項、第30条第 1項ただし書及び第2項並びに第31条第2項及

び第3項の改正規定並びに同条例附則第22条の 2第2項、第27条の 2

第4項並びに第27条の 2の2第4項及び第6項の改正規定並びに第2条

（大分市税条例等の一部を改正する条例附則第 2条の改正規定に限る。）

の規定並びに次条第 3項の規定 令和 6年 1月 1日

（市民税に関する経過措置）

第2条 第 1条の規定による改正後の大分市税条例（以下「新条例」という。）

第31条の 2第 1項の規定は、前条第 1号に掲げる規定の施行の日（以下こ

の項及び次項において「 1号施行日」という。）以後に支払を受けるべき第

3 1条の 2第 1項に規定する給与について提出する同項及び同条第 2項に規

定する申告書について適用し、 1号施行日前に支払を受けるべき第 1条の規

定による改正前の大分市税条例（次項において「旧条例」という。）第 31 

条の 2第 1項に規定する給与について提出した同項及び同条第 2項に規定す

る申告書については、なお従前の例による。

2 新条例第 31条の 3第 1項の規定は、 1号施行日以後に支払を受けるべき

所得税法（昭和40年法律第33号）第20 3条の 6第 1項に規定する公的

年金等（同法第 20 3条の 7の規定の適用を受けるものを除く。以下この項

において「公的年金等」という。）について提出する新条例第 31条の 3第

1項に規定する申告書について適用し、 1号施行日前に支払を受けるべき公

的年金等について提出した旧条例第 31条の 3第 1項に規定する申告書につ

いては、なお従前の例による。

ー議49~5  -



3 前条第 2号に掲げる規定による改正後の大分市税条例の規定中個人の市民

税に関する部分は、令和6年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、

令和 5年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。

（固定資産税に関する経過措置）

第3条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部

分は、令和4年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和 3年度分

までの固定資産税については、なお従前の例による。

2 新条例附則第 14条の 2第2項の規定は、この条例の施行の日以後に新た

に取得された地方税法（昭和 25年法律第22 6号）附則第 15条第2項第

5号に規定する除害施設に対して課する固定資産税について適用し、同日前

に取得された同施設に対して課する固定資産税については、なお従前の例に

よる。

3 新条例附則第20条の規定は、令和4年4月 1日以後に地域再生法（平成

1 7年法律第24号）第 17条の 2第3項の認定を受けた同条第 1項に規定

する地方活力向上地域等特定業務施設整備計画に従って新条例附則第20条

第 1項に規定する特別償却設備を新設し、又は増設した者に対する固定資産

税について適用し、同日前に当該認定を受けた同計画に従って同項に規定す

る特別償却設備を新設し、又は増設した者に対する固定資産税については、

なお従前の例による。

提案理由

地方税法等の一部改正に伴い、所要の改正をいたしたく本案を提出する。

ー議49~6  -



議第 50 号

大分市立認定こども園条例の一部改正について

大分市立認定こども園条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和4年 6月 13日提出

大分市長佐藤樹一郎

大分市立認定こども園条例の一部を改正する条例

大分市立認定こども園条例（令和 2年大分市条例第 24号）の一部を次のよ

うに改正する。

別表中

大分市立さがのせき認定こども園 1大分市大字佐賀関 13 6 9番地の 1

」を

r
— 

大分市立かないけ認定こども園 1大分市金池町三丁目 1番 90号

大分市立さがのせき認定こども園大分市大字佐賀関 13 6 9番地の 1

」に

改める。

附則

（施行期日）

1 この条例は、令和 5年4月 1日から施行する。

（大分市児童福祉施設等に関する条例の一部改正）

2 大分市児童福祉施設等に関する条例（昭和 39年大分市条例第 28号）の

一部を次のように改正する。

別表保育所の部大分市金池保育所の項を削る。

ー議50~1-



（大分市立幼稚園条例の一部改正）

3 大分市立幼稚園条例（昭和 39年大分市条例第40号）の一部を次のよう

に改正する。

別表大分市立金池幼稚園の項を削る。

提案理由

大分市立かないけ認定こども園を設置いたしたく本案を提出する。
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議第 51 号

大分市子ども医療費の助成に関する条例の一部改正について

大分市子ども医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例を次のように

定める。

令和4年 6月 13日提出

大分市長佐藤樹一郎

大分市子ども医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例

大分市子ども医療費の助成に関する条例（昭和49年大分市条例第44号）

の一部を次のように改正する。

第4条第 1項中「（小中学生の通院にあっては、市町村民税非課税世帯に属

している者に係る一部負担金に限る。）」を削り、同条第3項を同条第4項と

し、同条第2項中「前項」を「第 1項」に改め、同項を同条第3項とし、同条

第 1項の次に次の 1項を加える。

2 前項の規定にかかわらず、次条第 1項の規定により支払うべき一部自己負

担金があるときは、その限度において助成しない。

第4条の次に次の 1条を加える。

（一部自己負担金）

第4条の 2 助成対象者（市町村民税非課税世帯に属している者を除く。）は、

保険医療機関等において小中学生に係る保険給付を通院により受けたときは、

保険医療機関等ごと（歯科診療及び歯科診療以外の診療を併せて行う保健医

療機関等にあっては、歯科診療及び歯科診療以外の診療につきそれぞれ別個

の保険医療機関等とみなす。）に 1日につき 50 0円（保険給付を受けた者

が負担すべき額が 50 0円に満たない額のときは、当該額）を一部自己負担

金として支払うものとする。
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2 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、一部自

己負担金の支払を要しない。

(1) 保険医療機関等において医療を担当する医師又は歯科医師から交付され

た処方箋により健康保険法第 63条第 3項各号に規定する薬局から薬剤の

支給を受ける場合

(2) 一の月に同一の保険医療機関等において通院により受けた保険給付が、

診療報酬請求書ごとに4回を超える場合 (4回を超える部分の保険給付に

係るものに限る。）

第5条中「前条第 1項」を「第4条第 1項」に、 「同条第2項」を「前条第

1項の一部自己負担金の額、第4条第3項」に、 「同条第3項」を「同条第4

項」に改める。

第 9条第 2項中「又は第 3項」を「、第 3項又は第4項」に改める。

附則

（施行期日）

1 この条例は、令和4年 10月 1日から施行する。

（経過措置）

2 改正後の大分市子ども医療費の助成に関する条例の規定は、この条例の施

行の日以後の医療に関する給付又は支給に係る医療費の助成について適用し、

同日前の医療に関する給付又は支給に係る医療費の助成については、なお従

前の例による。

提案理由

小中学生の通院に係る医療費助成の対象者を拡大するとともに、新たに対象

となる者について一部自己負担金制度を導入いたした＜本案を提出する。
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議第 52 号

大分市営住宅条例の一部改正について

大分市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和4年 6月 13日提出

大分市長佐藤樹一郎

大分市営住宅条例の一部を改正する条例

大分市営住宅条例（平成 9年大分市条例第 20号）の一部を次のように改正

する。

第 5条第 7号中「市営住宅等」を「公営住宅（市営住宅等及び法第 2条第 2

号に規定する公営住宅（市が設置するものを除く。）をいう。）」に、 「の同

居者（次条第 1項第2号に規定する親族及び第 13条第 1項の規定により同居

の承認を得た者をいう。以下同じ。）」を「と同居している者」に、 「又は同

居者」を「又は当該既存入居者と同居している者」に改める。

第 6条第 5項中「同居者」を「同居しようとする親族」に改める。

第 18条第 1号中「同居者」の次に「（第6条第 1項第2号に規定する親族

及び第 13条第 1項の規定により同居の承認を得た者をいう。以下同じ。）」

を加える。

附則

この条例は、公布の日から施行する。

提案理由

市営住宅等以外の公営住宅に入居している者を公募によらないで市営住宅に

入居させることができることといたしたく本案を提出する。
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議第 53 号

大分市水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例の一部

改正について

大分市水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する

条例を次のように定める。

令和4年 6月 13日提出

大分市長佐藤樹一郎

大分市水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例の一部

を改正する条例

大分市水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例（昭和41年大分

市条例第 53号）の一部を次のように改正する。

別表中「、大字中尾（森ノ木前、ソノ田の各字並びに門田の一部に限る。）、

大字国分（園田、森ノ木上、森ノ木の各字並びに下ツルの一部に限る。）」を

削る。

附則

この条例は、令和4年 7月 1日から施行する。

提案理由

給水区域を変更いたしたく本案を提出する。
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議第 54 号

大分市関崎海星館条例の一部改正について

大分市関崎海星館条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和4年 6月 13日提出

大分市長佐藤樹一郎

大分市関崎海星館条例の一部を改正する条例

大分市関崎海星館条例（平成 16年大分市条例第 36号）の一部を次のよう

に改正する。

第 3条の見出しを「（観覧料）」に改め、同条第 1項を次のように改める。

別表に掲げる施設を観覧しようとする者は、同表に定める観覧料を納付し

なければならない。

第 3条第 2項中「入館料」を「観覧料」に、 「入館の」を「入場の」に改め

る。

第4条（見出しを含む。）及び第 5条（見出しを含む。）中「入館料」を

「観覧料」に改める。

第 6条第 1号中「き損する」を「毀損する」に改める。

第 7条中「き損し」を「毀損し」に改める。

第 13条第 2項中「「入館料」を「「観覧料」に、 「別表に定める入館料」

を「同表に定める観覧料」に、 「別表に定める額」を「同表に定める額」に、

「同条第 2項」を「同条第 2項本文」に、 「、入館料」を「、観覧料」に改め

る。

別表を次のように改める。
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別表（第 3条関係）

施設名 区分 観覧料 (1人 1回につき）

個人 1 0人以上の団体

天体観測室 一般 4 2 0円 3 4 0円

高校生 2 1 0円 1 7 0円

プラネタリウム 一般 5 0 0円 4 0 0円

高校生 2 5 0円 2 0 0円

小・中学生 1 0 0円 8 0円

次の各号に掲げる施設の区分に応じ、当該各号に定める者については、観覧

料を徴収しない。

(1) 天体観測室 次に掲げる者

ア小・中学生

イ 小・中学生を学校の教育課程に基づく教育活動として引率する者

(2) プラネタリウム 次に掲げる者

ア 学校の教育課程に基づく教育活動の一環として観覧する小・中学生

イ 小・中学生を学校の教育課程に基づく教育活動として引率する者

備考

1 「一般」とは、小・中学生及び高校生以外の者で満 15歳以上のものを

しヽう。

2 「高校生」とは、高等学校、中等教育学校の後期課程若しくは高等専門

学校に在学する者又はこれらに準ずる者をいう。

3 「小・中学生」とは、小学校、中学校若しくは中等教育学校の前期課程

に在学する者又はこれらに準ずる者をいう。

附則

この条例は、公布の日から起算して 1年6月を超えない範囲内において教育
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委員会規則で定める日から施行する。

提案理由

大分市関崎海星館について、入館料を徴収しないこととするとともに、天体

観測室及びプラネタリウムの観覧料の額を定めた＜本案を提出する。
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議第 55 号

業務委託契約の締結について

次のとおり業務委託契約を締結する。

令和4年 6月 13日提出

大分市長佐藤樹一郎

1 契約の目的 おおいた消防指令センターシステム整備業務（共同整

備）

2 委託業務の概要 消防指令業務及び同業務を支援する業務を行う設備並

3 契約の方法

4 契約の金額

5 履行期間

6 契約の相手方

提案理由

びにこれらの附帯設備に係るシステムの構築、据付け

及び調整

随意契約

1,014,841,300円

着手 本契約成立後契約担当者の指定する日

完成令和6年 9月 30日

大分市東春日町 17番 19号

日本電気株式会社 大分支店

支店長繁友英之

おおいた消防指令センターシステム整備業務（共同整備）について業務委託

契約を締結いたしたく本案を提出する。
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議第 56 号

業務委託契約の締結について

次のとおり業務委託契約を締結する。

令和4年 6月 13日提出

大分市長佐藤樹一郎

1 契約の目的 おおいた消防指令センターシステム整備業務（大分市

消防局）

2 委託業務の概要 消防指令業務及び同業務を支援する業務を行う設備並

3 契約の方法

4 契約の金額

5 履行期間

6 契約の相手方

提案理由

びにこれらの附帯設備に係るシステムの構築、据付け

及び調整

随意契約

1,053,504,100円

着手 本契約成立後契約担当者の指定する日

完成令和6年 9月 30日

大分市東春日町 17番 19号

日本電気株式会社 大分支店

支店長繁友英之

おおいた消防指令センターシステム整備業務（大分市消防局）について業務

委託契約を締結いたしたく本案を提出する。
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議第 57 号

工事委託契約の締結について

次のとおり工事委託契約を締結する。

令和4年 6月 13日提出

大分市長佐藤樹一郎

1 契約の目的 大南地区スポーツ施設用地造成工事

2 工事の概要 施工面積 83,403.96平方メートル

3 契約の金額

4 エ期

5 契約の相手方

提案理由

敷地造成工

法面工

擁壁工

仮設工

排水構造物工

1,258,294,400円

着工 本契約成立後契約担当者の指定する日

完成令和 6年 3月 31日

大分市城崎町二丁目 3番 32号

大分県士地開発公社

理事長山本修司

大南地区スポーツ施設用地造成工事について委託契約を締結いたしたく本案

を提出する。
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議第 58 号

市道路線の認定及び廃止について

市道路線を次のように認定し、及び廃止する。

令和4年 6月 13日提出

大分市長佐藤樹一郎

認定する市道路線

図面
路 線 名 起 J占ぃヽ 終

J占'‘‘ 番号

1 
サンシャイン横尾団地 大字横尾 大字横尾

8号線 4007番 2地先 4 2 7 1番 6地先

2 
サンシャイン横尾団地 大字横尾 大字横尾

9号線 4 2 7 1番 1 4地先 4 3 0 9番 2 5地先

3 
サンシャイン横尾団地 大字横尾 大字横尾

1 0号線 4 2 6 8番 8地先 4 2 8 3番 1 6地先

4 
サンシャイン横尾団地 明野東五丁目 明野東五丁目

1 1号線 4324番 2地先 4324番 3 5地先

1 顕徳10号線
顕徳町三丁目 顕徳町三丁目

4 4 1 1番 1地先 4406番 1地先

2 錦町10号線
錦町三丁目 錦町三丁目
3 3 8 9番 1 1地先 3 3 9 2番 地先

駄原20号線
大字駄原 大字駄原
1 7 0 9番 1地先 1 7 0 9番 1 7地先

細 13号線
大字細 大字細
6 9番 1地先 7 6番 1地先

三佐48号線
大字三佐 大字三佐
1 3 4 0番 2地先 1 1 9 8番 3地先
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丹川 6号線 大字丹川 1大字丹川
1 5 5番 1地先 9 9番 1地先

廃止する市道路線

図面
路 線 名 起 J占ぃヽ 終

J占'‘‘ 番号

顕徳町二丁目 顕徳町一丁目
1 顕徳10号線

4 4 1 1番 1地先 4 4 0 2番 2地先

錦町二丁目 錦町一丁目
2 錦町10号線

3 3 8 9番 1 1地先 4 3 8 1番 1 1地先

大字駄原 大字駄原
駄原20号線

1 7 0 9番 1地先 1 7 0 9番 7地先

大字細 大字細
細 13号線

7 9番 地先 7 6番 1地先

提案理由

市道路線を認定し、及び廃止いたしたく道路法第8条第2項及び第 10条第

3項の規定により本案を提出する。
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議第 59 号

損害賠償の額の決定並びに示談について

損害賠償の額の決定並びに示談について、地方自治法（昭和22年法律第67 

号）第96条第 1項第 12号及び第 13号の規定により議決を求める。

令和4年 6月 13日提出

大分市長佐藤樹一郎

1 賠償の相手方 大分市志村一丁目 3番 7号

田中千香

2 賠償金額 592,649円

3 事件の概要

令和 3年 8月 17日午後4時45分頃、大分市東鶴崎一丁目 3番地先市道

東鶴崎 3号線上の交差点において、まちなみ整備課の軽四貨物車が右折しよ

うとした際、右方向から直進してきた田中千香さん運転の軽乗用車に接触し、

同人を負傷させたもの。

提案理由

損害賠償の額の決定並びに示談をいたした＜本案を提出する。
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議第 60 号

損害賠償の額の決定並びに示談について

損害賠償の額の決定並びに示談について、地方自治法（昭和22年法律第67 

号）第 96条第 1項第 12号及び第 13号の規定により議決を求める。

令和4年 6月 13日提出

大分市長佐藤樹一郎

1 賠償の相手方 福岡市東区松島六丁目 14番 31号

株式会社花田運送

2 賠償金額

3 事件の概要

代表取締役江藤伸一

829,703円

令和 3年 9月 9日午前 11時頃、大分市荷揚町 19番地先市道荷揚4号線

上において、株式会社花田運送を使用者とする普通トラックが走行中、同市

道の歩道の街路樹が車道側に張り出していたためこれに接触し、車両を破損

したもの。

提案理由

損害賠償の額の決定並びに示談をいたしたく本案を提出する。
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議第 61 号

損害賠償の額の決定並びに示談について

損害賠償の額の決定並びに示談について、地方自治法（昭和22年法律第67 

号）第 96条第 1項第 12号及び第 13号の規定により議決を求める。

令和4年 6月 13日提出

大分市長佐藤樹一郎

1 賠償の相手方 大分市上田町三丁目 3番 2-804号

チュリス古国府弐番館

手嶋雄紀

2 賠償金額 534,000円

3 事件の概要

令和4年 1月 31日午後 2時39分頃、大分市須賀一丁目 12 0番 1地先

市道大野川右岸堤防4号線上において、緊急出動中の東消防署の消防車が右

カーブを通過する際、対向車線にはみ出した同車両の右側面が、同車線で一

時停止していた手嶋雄紀さん運転の自動二輪車に接触し、車両に損害を与え

たもの。

提案理由

損害賠償の額の決定並びに示談をいたしたく本案を提出する。
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報第 9 号

専決処分した事件の承認について

大分市税条例の一部改正について、地方自治法（昭和 22年法律第67号）

第 17 9条第 1項の規定に基づき令和4年 3月 31日をもって次のとおり専決

処分したので、同条第 3項の規定により報告し、承認を求める。

令和4年 6月 13日提出

大分市長佐藤樹一郎

大分市税条例の一部を改正する条例

大分市税条例（昭和 38年大分市条例第 10 7号）の一部を次のように改正

する。

第42条第9項中「第32 1条の 8第60項」を「第32 1条の 8第62項」

に、 「同条第 60項」を「同条第 62項」に改め、同条第 15項中「第 32 1 

条の 8第 69項」を「第 32 1条の 8第 71項」に改める。

附則第 14条の 2第3項中「附則第 15条第27項第 1号イ」を「附則第 15 

条第26項第 1号イ」に改め、同条第4項中「附則第 15条第27項第 1号口」

を「附則第 15条第 26項第 1号口」に改め、同条第 5項中「附則第 15条第

2 7項第 1号ハ」を「附則第 15条第 26項第 1号ハ」に改め、同条第6項中

「附則第 15条第 27項第 1号二」を「附則第 15条第 26項第 1号二」に改

め、同条第 7項中「附則第 15条第27項第2号イ」を「附則第 15条第26 

項第2号イ」に改め、同条第8項中「附則第 15条第27項第2号口」を「附

則第 15条第26項第2号口」に改め、同条第9項中「附則第 15条第27項

第2号ハ」を「附則第 15条第26項第2号ハ」に改め、同条第 10項中「附

則第 15条第 27項第 3号イ」を「附則第 15条第 26項第 3号イ」に改め、

同条第 11項中「附則第 15条第 27項第 3号口」を「附則第 15条第 26項
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第 3号口」に改め、同条第 12項中「附則第 15条第27項第3号ハ」を「附

則第 15条第 26項第 3号ハ」に改め、同条第 13項中「附則第 15条第 30 

項」を「附則第 15条第29項」に改め、同条第 14項中「附則第 15条第34

項」を「附則第 15条第33項」に改め、同条第 15項中「附則第 15条第35 

項」を「附則第 15条第 34項」に改める。

附則第 14条の 3第 8項中「熱損失防止改修住宅」を「熱損失防止改修等住

宅」に、 「熱損失防止改修専有部分」を「熱損失防止改修等専有部分」に、

「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に改め、同条第 10項中

「特定熱損失防止改修住宅又は」を「特定熱損失防止改修等住宅又は」に、

「特定熱損失防止改修住宅専有部分」を「特定熱損失防止改修等住宅専有部分」

に、 「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に改める。

附則第 16条第 1項中「 10 0分の 5」の次に「（商業地等に係る令和4年

度分の固定資産税にあっては、 10 0分の 2.5)」を加える。

附則第 18条第 1項中「 10 0分の 5」の次に「（商業地等に係る令和4年

度分の都市計画税にあっては、 10 0分の 2.5)」を加える。

附則第 19条の 4中「第 15項から第 19項まで、第 21項、第 22項、第

2 6項、第 29項、第 33項から第 35項まで、第 37項から第 39項まで、

第42項若しくは第43項」を「第 14項から第 18項まで、第20項、第21 

項、第 25項、第 28項、第 32項から第 36項まで、第 39項、第40項若

しくは第44項」に改める。

附則

（施行期日）

第 1条 この条例は、令和4年4月 1日から施行する。

（固定資産税に関する経過措置）

第 2条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の大分市税条例

（以下「新条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、令和4年
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度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和 3年度分までの固定資産

税については、なお従前の例による。

2 令和 2年4月 1日から令和4年3月31日までの間に取得された地方税法

等の一部を改正する法律（令和4年法律第 1号）第 1条の規定による改正前

の地方税法（昭和 25年法律第22 6号）附則第 15条第2項に規定する施

設又は設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。

（都市計画税に関する経過措置）

第3条 新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和4年度以後の年度分

の都市計画税について適用し、令和 3年度分までの都市計画税については、

なお従前の例による。
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報第 10 号

専決処分した事件の承認について

大分市国民健康保険税条例の一部改正について、地方自治法（昭和 22年法

律第 67号）第 17 9条第 1項の規定に基づき令和4年3月 31日をもって次

のとおり専決処分したので、同条第 3項の規定により報告し、承認を求める。

令和4年 6月 13日提出

大分市長佐藤樹一郎

大分市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

大分市国民健康保険税条例（昭和 38年大分市条例第 12 0号）の一部を次

のように改正する。

第3条第2項ただし書中「 630,000円」を「 650,000円」に改め、

同条第 3項ただし書中「 190,000円」を「 200,000円」に改める。

第24条第 1項各号列記以外の部分中「630,000円」を「 650,000

円」に、 「190,000円」を「 200,000円」に改める。

附則

（施行期日）

1 この条例は、令和4年4月 1日から施行する。

（経過措置）

2 改正後の大分市国民健康保険税条例の規定は、令和4年度以後の年度分の

国民健康保険税について適用し、令和 3年度分までの国民健康保険税につい

ては、なお従前の例による。
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